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1｡ は じ め に　　　　　　　　　　　　　　　　　 防 火改 善 を支 援 す る に は ど う す れ ば よ い の か

毎 年, 冬 に な る と 住 宅 火 災 が 次 々 と お きる。　　とい うこ とで あ る 。 さら に， 地域 社 会 の 防 火

近 年 は とり わけ 痛 ま しい 火 災 が 多 くな っ て い　　 力 ， 地 域 生 活 な ど も住 宅 火 災 の被 害 に 大 き く

る よう な 気 が す る 。 障 害 者 ， 寝 た きり 老 人 ，　　 関 係し て い る 。 し た が っ て ， 住 まい の 防 火改

ひとり暮らし老人，老夫婦のみ世帯，こども　　善に地域で取り組むにはどうすればよいのか

と 老 人 の み の 世 帯 で 焼 死 とい う新 聞 記 事 や テ　　 も重 要 で あ る 。

レ ビ 報 道 を も よ く眼 にす る 。 こ れら の 犠 牲 者　　　 以 上 か ら す れ ば ， 筆 者 に 与 え ら れ た テ ーマ

は す べ て 社 会 的 弱 者 で あ る とい っ て よい で あ　　 『住 宅 火 災 と 社 会 的 弱 者 』 は ， 長 寿 社 会 を 迎

ろう。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えた今日の状況に即して，『住まい―火災―

障 害 者 だ か ら 不 幸 な の で は な い と 言 わ れ　　 福 祉 』 と い う 三つ の 領 域 を結 び つ け て ， 防 火

る。 障 害 を 持 っ て い る が 故 に 社 会 的 に 不 利 益　　 対 策 を考 え て み ろ と い う こ と で あ ろ う 。 筆 者

を披ることが問題なのだ（注１）。したがって，　は最近，『ふくいけん（福祉・医療・建築の

弱 者 が 住 宅 火 災 の 犠 牲 に な る の は ， 社 会的 な　　 連 携 に よる 高 齢 者 ・ 障 害 者 の 在 宅 柵 祉 の た め

原因が存在し，対策にしても社会的なものが　　の住居改善研究会）』に力をいれており，色々

求められているということであろう。『社会　　な分野の人々と協力して実践しているので，

的』な「弱者」とはそういう意味である。　　　　　その経験をもとに若干の問題提起をして諸氏

社 会 的 対 策 と は 何 か。 結 論 を先 に 言 え ば，　　 の 教 え を 乞 い た い。

高 齢 者 や 障 害 者 が 避 難 し や す く （注 ２）， 燃　 （注１） 昨年， アメリカで 制定された，アメリカ

えにくい住まいに住むことが，社会的に保障　　　　　人障害者法（ＡＤA＝Ａｍｅr�ｎs ｗith Diｓ-

さ れ る べ きで あ る の に， わが 国 で は， そ れが　　　　　abilitie ｓ Ａｃt）が 見 抔にそ れ を実 証 して い

る。

極 め て 不 十 分で あ る （社 会 的 原 因 ） とい うこ　　　（注２） 住宅 内の段 差や抉さなどのバリア（障壁）

と で は な か ろ う か 。 福 祉 の 先 進 国 を み る と そ

れ が よ く わ か る （後 述 の 表 ３ 参 照 ）。

な お ，ひ と り暮 ら し 老 人, 老 夫 婦 の み徙 帯 ，

子 供 と老 人 だ け の 世帯 な ど ， 家 庭 の 防 火力 が

弱 い 世帯 に対 す る 防 火対 策 も欠 か せ ない 。 こ

こで重要なことは，それらの世帯の住まいの
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は寝たきり老 人をつ くる大きな原囚になっ

てい るが， 身体障害者の火災時の避難を困

甦にせ しめてい るのも,こ のバリアである。

こ のバリアを除去したアクセシブルな住宅

を保障 する点で 福祉先 進国 と日本では大 き

な差があ る。



2｡ 高齢化と住宅火災

高齢化すると火災による焼死者は急増し，

成人の五～十倍になる。この事情は米国でも

同様である。世界保健機構（ＷＨＯ）の人口

動態統計でみても，各国とも老人の焼死率は

高い。出火危険や避難危険についても，「高

齢化」→「心身機能の弱まり」→「火災の発

生を未然に防ぐ防御力の低下」→「出火危険・

火災拡大危険・避難危険の増大」となる。

したがって，住宅を防火改善しなければな

らないことは明白である。ただし，わが国で

は，「だから火事にならないように注意しよ

う」とは言ってくれるが，防火改善に一生懸

命に取り組んでいる消防や福祉の関係者に対

する予算・人貝面での支援は，まだまだ不足

しており残念でならない。

3｡ 福祉と防火の結合

3-1　 わが国の防火対策の歩み

社会的弱者のための防火対策において最大

OS40 年代
OS45.2

のポイントは，福祉と防火の結合ではなかろ

うか。長寿社会という点から言えば，高齢化

による防御力（火災を防ぐ力）の低下に対応

することであろう。その視点から，わが国の

防火対策の歩みを振り返ると，表１のように

なる。

ここには，ふたつの特徴がある。ひとつは，

消防の奮闘が際立っている。高齢者福祉の分

野で消防の果たしてきた役割は大きく，これ

からの長寿社会ではもっと大きな役割を果た

すであろう。救急体制の充実のおかげでどれ

ほど多くの高齢者が救われてきたかを考えれ

ば，それは明白である。

もうひとつは，総合的対策は緒についたば

かりであり，弱者対策についてみると，80 ％

の自治体では検討すらされておらず（1988時

点），74 ％の自治体では地域防災計画に盛り

込まれていない。わが国は高齢化の歴史が浅

く，対応が遅れている。西欧では，住宅・都

市施設など高齢者のニーズに合わせて対策も

表１　高齢化社会に向けての防災対 策の歩 み

寝 たきり老 人の焼 死が急 増

京 都市消防局『寝 たきり老 人世帯に対する防火指導指針』

……寝 たきり老 人宅 訪問→防火指導　　 老人マップづ くり

OS･17　 老 人非常ベ ルの設置…… 神戸 消防（S47 ～），京都消防（Ｓ･18～）などが先進

Ｏ Ｓ･19　消防白書一 高齢化の危険を指摘

OS56　 岡 際障 害者年一 福祉面から高齢者 の防災対策強化

●建設省一 高齢化社会に対 応した安全な住環境の整備

●東 京消防庁－ 『老人の災害と防災環境の実態』（S60- ）

●群馬県 の防災施策の提案一避 難し やすい住居の普及，火災警報器の設 置，高齢者

に対する防災相談の実施－ など

この頃 ま‘では， 個別的・単発的で公的対 応は不十分だった。

OS61　 防災白書一 初めて。 高齢者対策の必 要性 を指摘

同S62 年版 『災害と弱 者』（詳細な記述）

同S64 版（1989 ）一 火災弱 者と防 災

○消防白書S63年版―――「高齢化の進展をふまえた住宅防火対策の推進」

「自動通報シ ステムの構築」

（注） 都市計画学会誌1988 年 ５月号の室崎 益輝論文 に若干補足した もの （文責・水野）
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総合的であり，援助の手もマナーとして定着

している。

3-2　防御力の低下に対応した防火対策の具

体例一 緊急通報システム

高齢化による防御力（火災を防ぐ力）の低

下に対応した防火対策には，住宅用火災警報

機や住宅用自動消火器の設置や防炎寝具・寝

衣などの普及などがあるが，最近の一番の流

行は緊急迦報システムであり，あちこちの自

治体で導入され始めている。流行の最大の理

由は，緊急迦報システムが，住み慣れた地域

で住み続けたいという高齢者の要求に応えて

くれるからであろうｰ とくに「ひとり暮ら

し亅 にとって。つまり，在宅福祉への転換の

時代にマッチしており，福祉と防火の結合の

典型例だからである。

除機を使う時や外出時にコンセントを抜

いた，工事，落宙など)。

＊トイレからベッドに戻れなくなったので

助けてくれという要請もあったそうであ

るが，これは甘えではなく，本来の利用

方法のひとつであると思う。ホームヘル

プサービスのひとつとして位置づけてよ

いのではなかろうか( スウェーデンの24

時問ケア参照)。

緊急通報システムでは，緊急通報協力貝を

３名確保し，第１順位の協力貝から順に自動

的に電話がかけられる。電話番号は119 番で

なく，専用の番号がある。なお，最近，シル

バー産業から，約10 万円で数箇所に順次自動

ダイアルするという市販品が発売された。

緊急通報システムにもいろいろなものがあ　　4. 住宅の防火改善システムづくり

る（表２）が，これが導入されれば，要介護

老人と同居している家庭でも,老人を残して，

家族（介護者）が外出することができるよう

になる。

緊急通訳システムの利用状況はどうか。東

京消防庁１年間の実績（１年闘で1400世帯加

入）が近代消防誌1989年10 月号に紹介されて

いるが，次のように大変興味深い。

＊受信2500件の内訳……救急（170件）。誤

操作（730件＝寝返り・孫・猫・試して

みたなど多彩）。停電（1560件＝電気掃

住宅の防火対策はわかったとしても，それ

が簡単に実現できるなら,誰も苦労はしない。

住宅はビルに比べて，防火の法規制が極めて

弱い。福祉の先進国では，社会的弱者が住宅

に住む場合のことを考えて，配慮すべきこと

が法規にも定められている（表３）が，日本

の場合にはそういうものはなく，当分の間，

法改正がされそうな気配もない。かと言って，

個人の力で防火改善できる人の数も限られて

いる。とくに社会的弱者の場合は防火改善を

する力が弱い。ではどうすればよいのか，い

表２　緊急通報システムのいろいろ

○ペンダント式緊急通報システム……最も多いタイプ

○押しボタン十テープ 式→自動電 話システ ム

○民 間の警備会社， タ クシー会社と提携し たシ ステム

○住都公団／多摩ニュータウン／若者世帯と老人世帯の緊急連絡システム

○埼玉県 消防 本部　パソコン利 用緊急連 絡システ ム

● 外国 の例…… イギリス・エジンバラ市の セントラルアラームシステ ム
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表３　外国の 状況

■ スウェ ーデ ン…… スウェーデ ン建築法42a （1975改正 ）により，一般の住宅 もア クセシブ ル（障

害者で も利用可能 という よう な意味）であるように設計し なけ れば ならない。住宅 も法 規制の

対象になったのは世界初である。

なお， ３階以上の住宅 にはエ レベ ータを設置しなければならない。

■デ ンマ ーク…… 建築法（1977改 正）に より｡1978.2 以 降に建設される 住宅（１戸 建住宅 を除 く）

はアクセ シブ ルである ように設計し なけ ればならない。

■フ ランス……フ ランス建 築・ 住宅法に より，1982.1以 降に建設される集合住宅 はアクセ シブ ル

である ように設計 しなけ れば ならない。

・ イギリス， 西ド イツ……障 害者のための住宅の規格（BS ）（ＤＩＮ）あ り。

（注） 出典…… 高僑儀平： ヨーロ ッパの障杵者住宅， 福祉機器愉報，No8 ，1985

くつか提起してみたい。　　　　　　　　　　　　　　活の質の向上・住み方・生き方まで配慮

4-1　 星の王子さまは誰か？　　　　　　　　　　　　 した改善案をつくれる建築関係者が望ま

社会的弱者の在宅福祉のための住居改善に　　　　 しい。建築設計士，施工業者（工務店・

取り組んでみるとわかることだが，改善を妨　　　　 大工），住宅研究者。

げる壁の何と多いことか。技術的問題，改善　　　 福祉……経済的問題を含む福祉の制度の利

費用の問題，家族関係，障害の受容など…。　　　　 用などで力になってくれる人々。主力部

この壁を乗り越えて改善することは大変難し　　　　 隊 は病 院 の医 療 ソーシャルワーカー

い。だから，当事者や家族を支援する人がど　　　　 （ＭＳＷ），福祉事務所のケースワーカー

うしても必要である。支援者は個人でもよい　　　　 （ＣＷ），社会福祉協議会職員。 訪問看

が，佃人だけの力では限界がある。社会的支　　　　 護指導員，ホームヘルパー，民生委貝に

援が求められる。その際のポイントは,福祉・　　　　 も頑張ってほしい。

医療・建築の連携である。我々はこれを『ふ　　　 上記の分野の人々は，自治体などで連携シ

くいけんのネットワーク』と呼んでいる。ネッ　　ステムをつくる場合に必要な分野である。佃

トワークの構成メンバーは下記のとおりであ　　 別事例に対応する場合は全分野が揃っている

る。防火改善の場合は，これに消防が加わっ　　ことが望ましいが，一部でもよい。地域福祉

てほしい。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 に関わる住民組織と連携できればなおよい。

医療……ひとりひとりの残存能力を生かし　　　 ここで大事なことは，住居改善の相談に応

た住居改 善をす るために欠 かせ ない　　 じることが，相談に応じる人にとって喜びで

人々。主力は理学療法士・作業療法士　　 なければ，専門的力量を持っていても，連携

（ＰＴ，０Ｔ），リハビリエ学関係者，リ　　 システムの中での役割は果たせない。相談す

ハビリ専門医（Ｄｒ），保健婦，看護婦。　　 る方も，される方もそのうちに苦痛になるか

一般の医 師・看護婦に も頑張ってほし　　らだ。星の王子様たる所以である。分野の異

い。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 なる人々が，枠を越え，縄張りを越えて，集

建築……条件を総合的に判断して空間的改　　 団的に対処しなければ。多種多様な壁を乗り

善案づくりを支援する人々。工事をする　　越えるのは困難。消防関係者が加わっても，

施工業者だけでなく，当事者と家族の生　　 防火設備器具の設雌など防火対策しか関心の
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ない場合は，互いに高め合う役割は果たせな

い。4-2　 先立つものをどうするか

住居改善には，ベッドの高さの調整，老人

室を日当たりの良い場所に移す，身の周りの

整理整頓など，お金のかからぬ改善もある。

また，防火設備器具の設置, 防炎製品の利用，

トイレに電気ストーブ設置，ふとんからベッ

ドに変える，浴室の洗い場にすのこを敷くな

ど，僅かのお金でできることもある。

しかし，改造するにはかなりの費川を要す

る場合もあり，その経費が出せないために改

造にふみきれない人がものすごく多い。江戸

川区の例がそれを実証している。江戸川区で

は，以前は住宅改造や柵祉機器の導入に際し

て,日常生活用具支給事業の制度があったが，

利用者はほとんどなかった（年間数名）。そ

の理由は，助成金額が低く自己負担があるこ

と，高齢者はこれから何年生きるかわからな

いのでお金は少しでも残してお きたいーなど

であった。ところが，1990.10に「すこやか

住まい助成制度亅 ができた途端，わずか２ヵ

月問に94件の申し込みが殺到した。その訳は。

貸付じゃなくて工事費用が全額給付吏れ，所

得による自己負担もないという全国初の制度

だからである。これは日本の住宅改造助成制

度の歴史を切り開くほどの画期的なものだと

私は思う。工事費川は区が標準価格を定め，

その範囲内で全額給付される。

この分野の先達の八藤後猛氏も豊富な経験

をもとに，「ぎりぎり10万円が自己負担分の

限度ではないか。それ以上のお金がかかると

なると家族は改造に尻込みする。高齢者には

貧富に関係なく，賞用の少ない方が，できれ

ば無料が歓迎される。高齢者と同居している
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家族も“うちのおじいさんにはそんなに費用

をかけられぬ”という人が多い』と指摘して

いる。

4-3　 住宅や暮らしぶりを知らなくても改善

できるのか……家庭訪問

江戸川区で申し込みが殺到した訳はお金の

問題だけではない。区民から電話があると，

区役所職員が家庭訪問し，住宅改造の相談に

応じている。つまり，市民が区役所に申し込

んで くるのを受身的に待っているのではな

く，区役所の方から住宅改造ニーズのある家

庭へ足を運んでいるのである。それは，要介

護老人や障害者本人は勿論，家族も介護に手

一杯であり，役所へ出向 くことの困難さを

知っているからである。

退院忠者のための住宅改造に取り組んでい

る病院でも，退院前に家庭訪問し住宅や暮ら

しぶりを把握した上で住宅改造を支援・指導

している場合には，帰宅後の生活の自立，介

護負担の軽減の効果が大きい。自治体のリハ

ビリテーションセンターで も，施設内でのリ

ハビリ中心の場合は，思者の住宅改造を支援

することが困難である。しかし，横浜市リハ

ビリテーションセンターのように在宅リハビ

リの体制をくんでいる場合は住宅改造の支援

に前向きに取り組むことができる。

以上のように，社会的弱者のための住居改

善には家庭訪問の体制を組むことが決定的に

重要である。この点でみると，前述のr ふく

いけんのネットワーク』に消防が参加すれば，

双方に大きなメリットがある。なぜなら，消

防・消防団は家庭訪問を日常的に実施してい

るからである。また，防火のための住居改善

と自立・介護負担軽減のための住居改善が結

合され，互いに高めあうからである（福祉と

－15 －



防火の結合）。

なお，住居改善にあたっては，当事者と家

族の住み合い（住み愛）が大事であることを

関西大学の馬場昌子氏は強調している。八藤

後猛氏はこの点について，次のように述べて

いる（文責・水野）。

・ 本人は家族にとって大切にされている

か，それがカギ。その読み取りに失敗す

ると改造して｡もらえない。

・住居を見ればその人の家庭内の立場がわ

かる。退院前の本人の部屋が，入院中も

そのまま保存されており，部屋の主の帰

りを待っている状態になっていれば，そ

の大は家族に大切にされている。「本人

の居室をどうしますか？」と家族に相談

したとき，悪い部屋をあてがわれる場合

は改造は容易ではない。

・家に帰って来てほしくない大の場合，家

族は改造に消極的になる。

5｡ おわりに

在宅福祉に向けた国の施策のうち，住居改

善に関するものをみると，『高齢者福祉10 ヵ

年ゴールドプラン（1990 ～），寝たきり老人

ゼロ作戦』,「1990年度より厚生省の住宅増改

築・介護機器相談体制のスタート」,『建設省

の高齢者住宅リフォーム相談による協力』な

どがある。これらは先進的自治体の取り組み

にくらべれば大きく立ち遅れているが国のレ

ベルでスタートしたことの意義は大きい。
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